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＜新世紀維新が目指すもの－日本経済の再生シナリオ＞ 

２．構造改革のための７つの改革プログラム 

（２）チャレンジャー支援プログラム－個人、企業の潜在力の発揮 

個人の潜在力を十分に発揮させるために、個人の意欲を阻害しない「頑

張りがいのある社会システム」を構築する。このため、従来の預貯金中心

の貯蓄優遇から株式投資などの投資優遇へという金融のあり方の切り替

えや起業・創業の重要性を踏まえ、税制を含めた諸制度のあり方を検討す

る。 

 

 

 

第１章 構造改革と経済の活性化 

３ 経済の再生 

（５）資産市場の構造改革 

  (ⅰ) 証券市場の構造改革 

（略） 

さらに、個人投資家の市場参加が戦略的に重要であるとの観点から、

その拡大を図るために、貯蓄優遇から投資優遇への金融のあり方の切り

替えなどを踏まえ、税制を含めた関連する諸制度における対応について

検討を行う。 

  


